実践事例研究 : 人身取引被害者の帰国後のエンパワーメント支援アプローチ : タイの当事者組織の活動分析から by 齋藤 百合子
国立女性教育会館研究ジャーナル　vol. 14. March. 2010　35
１．はじめに
 
　人身取引課題は、２０００年に国連が「国際的な組織犯
罪の防止に関する国際連合条約を補足する人（特に女
性及び児童）の取引を防止し、抑止し及び処罰するた
めの議定書（略称国際組織犯罪防止条約人身取引議定
書）」（以下、人身取引議定書）１）を採択してから急速
に国際的かつ高度な政治課題および開発課題として取
り扱われるようになってきた。人身取引を廃絶してい
くための取組みは、３つのPが頭文字につく言葉（訴
追 Prosecution、被害者の保護 Protection、防止 Pre-
vention）で端的に表されている。近年はパートナー
シップPartnership２）や政策Policy３）を入れて、４ Pを
骨子と考える機関もある。しかし、３ Pアプローチは
摘発に重点を置いている（prosecution-oriented）との
批判から、被害者支援を中心とする３ Rアプローチ
（救出Rescue、被害回復Rehabilitation、再統合Reinte-
gration）が提唱されるようになった。３ Rとは、人身
取引の拘束から「救出Rescue」し、そこで受けた心身
のダメージを「リハビリテーション Rehabilitation」
し、被害者が所属する（社会）で生活再建を果たして
「再統合 Reintegration」させることを指す。３ Rアプ
ローチとは、３ Rを基本とした人身取引被害者中心の
人身取引対策をいう。しかし、３ Rはどれも被害者個
人の変容もしくは回復を期待した支援を表す用語であ
り、社会関係の変容を迫るものではない。
　人身取引の被害に遭った人々は、先行調査研究によ
れば、被害に遭う前の段階で、文化的慣習による女子
への過大な期待、ジェンダー格差、地域・社会格差、
教育や就労など機会の不均等、貧困（相対的貧困）、
社会福祉やセーフティネットの未整備など、社会的、
文化的、経済的な格差の中で周縁的な位置に置か
れていた［IOM 1999:27-33、SEPOM 2004:25、SEPOM 
2001:23-24、HRW 1995:6-9、AATWIN 2004:3-4］。した
がって人身取引による管理拘束から救出し、帰国を果
たしたとしても、出身国や地域の社会環境や社会関係
が変革しない限り、社会の中で脆弱な立場に置かれる
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人々が人身取引の対象とされる危険性は残存する。
　人身取引廃絶に向けた３ P対策は、犯罪としての人
身取引を厳しく取り締まる「摘発」、また犯罪被害者
個人の救済と保護と帰国後の個人的支援を講じる「保
護」、出入国管理を強化したり、一般社会に向けた人
身取引の啓発を行う「防止」など、これらをさらに強
化・充実化することが求められている。しかし真摯に
人身取引廃絶を求めるならば、それだけでなく、元人
身取引被害者のエンパワーメントを支援し、元被害に
遭った当事者の声を取り入れる人身取引の「防止」対
策や人身取引の被害者となりうるリスクの高い人々の
脆弱性の除去に向けた３ Rをさらに深化させた対策が
必要なのではないだろうか。
　本稿は、被害者中心の人身取引対策の３ Rは、被害
者中心としながらも、支援者や支援機関からのまなざ
しで被害者を見る、他者化した見方であり、被害者も
しくは元被害者の当事者のまなざし＝視点からかけ離
れているのではないか、との問いから、日本で人身取
引に遭った女性たちが中心となって２００１年にタイ国
チェンライ県で設立されたタイ－日移住女性ネット
ワークSelf Empowerment Program of Migrant Women
（以下、SEPOM）という当事者組織を取りあげること
によって、より当事者のリアリティに近づいた、具体
的な人身取引対策、とくに帰国後の支援を考察するも
のである。
　なお、本稿はとくに日本とタイの間の人身取引に関
する考察を行うため、主要分析は SEPOMであるが、
１９９６年にネパールに設立された、インドで人身取引被
害にあった当事者による組織シャクティ・サムハ
Shakti Samuha（以下、SS）を加えて事例分析を行う。
その理由は「当事者が言うこと、行うことはすべて正
しい」という当事者至上主義に陥ることを防ぎ、SE-
POMの活動を事例としてより客観的に分析するため
である。さらにSSの活動事例からも、帰国後の元被
害者支援に寄与することが可能な側面を導き出きだせ
るのではないかと考えたからである。
　本稿におけるエンパワーメントの定義は、「外的抑
圧および内的抑圧によってスティグマを追って無力化
されたが本来潜在的にもっている力を取り戻すことで、
主体性と他者との関係性を回復し、個人レベルおよび
社会レベルの変化をもたらすこと」［齋藤 ２００４:５４］と
する。また、分析の基となるエンパワーメントを達成
するための構成要素は基本的に佐藤の分析に依拠し、
①当事者の気づきと主体性形成、②能力開発、③関係
性の変化・支援的環境整備とする［佐藤 ２００５:９］。本
稿の③の関係性の変化分析には、ミクロ（個人・家
族）、メゾ（中間組織、地域社会、地方行政レベル）、
マクロ（政策、国際社会のイニシアティブ）３層の変
数を加えてそれぞれのレベルで分析する。そして、帰
国後の元人身取引被害者支援には当事者と非当事者相
互のエンパワーメントを構成する新たな３ R、すなわ
ち①被害当事者が自己の経験を振り返り自己尊厳（セ
ルフエスティーム）を取り戻す／非当事者は当事者の
尊厳を尊重する Respectもしくは Reflection、②能力
を開発促進し、生活再建を果たす／非当事者は生活再
建を支援するRebuild lives、③関係性を変化すること
により持続発展可能な生活を築く／非当事者は関係性
の変化を受容し支援的環境整備をする Reform rela-
tionshipが重要であるとの結論を導きだす。
　ここで、本稿における筆者の立場を述べる。筆者は
SEPOMのアドバイザーを設立時から現在に至るまで
務めている。SEPOMが設立される契機となった国際
移住機関（以下、IOM）バンコク事務所の“Follow-up 
Research on Women with Experience of Working in Ja-
pan”調査４）（以下、IOM調査）コンサルタントとして
関わったことがきっかけである。しかし、本稿執筆に
おいては、SEPOMに関与者としてではなく、SEPOM
が公開している資料からSEPOMを事例として取り上
げるものである。
　また、SEPOMは、女性の人身取引に反対する目的
で、バンコクに本部を置いて国際的ネットワークを展
開しているGlobal Alliance Against Traffick in Women
（以下、GAATW）のメンバーでもある。同じくGAATW
のメンバーで、GAATW支援のもとで、相互に交流し
ている。SEPOMの報告書には、SEPOMメンバー複数
名がネパールのSSを訪問し、組織や活動内容につい
て示唆に富んだ活動見学を行ったことが記されてい
る。今回の分析のための資料はSSのホームページに
ある情報と購入したSSが発行した文献５）からのもの
である。
２．先行研究の知見と本研究の位置
 
２. １. 人身取引対策の批判的検討
　２０００年に国連が「国際的な組織犯罪の防止に関する
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国際連合条約を補足する人（特に女性及び児童）の取
引を防止し、抑止し及び処罰するための議定書」を採
択する以前は、日本における人身売買研究は牧の『人
身売買』に代表されるように、日本の歴史のなかに散
見される人身売買事象に関する研究［牧 １９７１］か、日
本から外国に人身売買されていた「からゆきさん」に
関する研究［倉橋 ２０００］や随筆などが中心だった［森
崎 １９７６］。１９８０年代以降の、東南アジア諸国から日本
への人身売買被害が増えた以降の研究は、日本で人身
売買されたタイ人女性に関するヒューマン・ライツ・
ウォッチの調査報告書［HRW ２０００］など「おもに
ジャーナリズムや移住女性の支援の現場からの問題提
起を目的として書かれたものが多かった」［稲葉 ２００５:
１］。
　しかし、２０００年人身取引議定書が採択され、各国が
批准のための調整を行うようになった頃から人身取引
対策の国際的な関心が高まり、とくに英文での資料は
国連機関や国際機関や国際NGOを中心に手引き書、
調査報告書、研究論文など百花繚乱である。
　こうした国際社会の流れを受けて日本政府も２００４年
１２月に人身取引対策行動計画を発表し、加害者の訴追
や被害者の保護、国際協力などの指針を定めた。日本
政府の人身取引対策に対し、民間ネットワーク組織で
ある人身売買禁止ネットワーク（以下、JNATIP）は実
証的な調査により、人身取引被害者支援においてこれ
までの民間の役割が減少して公的機関の役割が増した
にも関わらず、人身取引を禁止し、被害者保護の根拠
となる包括的な人身取引被害者保護法などの法的根拠
が欠如していること、人身取引被害者の背景や習慣な
ど多文化や異文化に配慮した対応に関して十分な研修
や理解が不足していることを指摘した。そのうえで被
害者の言語保障や医療支援の不備、そして被害者の意
志が軽視された対策であると批判した［JNATIP 
２００７:５３-５５］。
　２０００年以前の人身取引対策は、資金事情が常に厳し
いながらも被害者に寄り添った主にNGOなど民間団
体による丁寧な保護や支援中心ではなくなり、２０００年
以降の人身取引課題は現場とは離れた国際組織犯罪対
策の重要なアジェンダとして、国際社会の中の高度な
政治的な課題となっていることをPiperも批判してい
る［Piper 2005:202］。
　さらに、GAATWも２００７年に出版した著書『Collat-
eral Damage（二次被害）』の中でも、２０００年の人身取
引議定書採択以来の国際機関や各国政府、そして
NGOまでもが、被害者の「人権」に配慮しているとし
ながらも当事者のリアリティから遊離したところで、
プロジェクト遂行のために巨額の資金が動いており、
当事者は恩恵を受けないどころか、自由な移動の規制
など二次被害を受けているのではないか、と２０００年
以降進められてきた国際社会や各国の人身取引対策
を、自己批判も含めて厳しく批判している［GAATW 
2007:viii］。
２. ２. 人身取引被害者認知に関する課題
　人身取引に関する先行研究において、重要な議論が
展開されているのは、被害者の認知をめぐるテーマで
ある。米田は、人身取引禁止議定書が人身取引の定義
第３条（a）における行為を挙げ、「搾取の目的をもっ
て、勧誘および移送の手段を用いて授受し搾取する一
連の行為であり、第３条（b）で事前に搾取されること
がわかっていたとしても仕事の内容や架空の借金返済
条件に偽りや悪い条件を引き受けざるをえない状況に
おかれて強制が発生すれば、それは人身取引と定義さ
れる」と解釈している［米田 ２００４:７７］。
　しかし、人身取引という２０００年以降の造語を使用す
る場合、潜在的に人身取引被害者とは「現在もしくは
近い過去に被害を受けていた人」と限定されたニュア
ンスがあり、過去の被害者は排除される傾向にある。
どのような要件を満たせば人身取引被害者と認知さ
れ、必要な支援を受けることができるのかについて
は、IOMの「人身取引被害者支援のための IOMハンド
ブック」の第２章で「人身取引被害者の認定作業（要
件審査）」でも過去の被害者についての直接的な言及
はなく、「要件審査プロセスは完璧なものでない」と限
界も示している［IOM 2009:18］。しかし「支援委託さ
れてきた被害者が、支援提供団体に紹介されてくる直
前までどこで搾取されていたかは、常に重要な指標の
ひとつである」とし、「それは常に人身取引が行われて
いたことをうかがわせる強力な指標となろう」とあり、
対象とする被害者は「直前まで人身取引要件に相当する
搾取があった人」と暗に示している［IOM 2009:29］。
一方で、IOMの研究誌『International Migration特別
号』（２００５年）では、人身取引被害者の認定など人身取
引に関する調査研究手法の再検討を特集している。そ
の中のTyldum & Brunovskis論文は、これまで不可視
化されていた潜在的な被害者の存在を、これまで軽視
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してきた調査研究での認定手法とともに批判的に検討
し、過去・現在の不可視状態・潜在的被害者の存在を
視野に入れた対策を提唱している［Tyldum & Bru-
novskis 2005:17］。
　
２. ３. 被害当事者のリアリティ：エージェンシーとして
の日本への移住労働
　先行調査研究６）では、被害に遭った女性たちが「困
窮や貧困状態に陥った家族を助けるため」や「家族や
親の将来のよりよい生活（well-being）を実現させる」
など自分自身の利益ではなく、親や家族など他者の危
機を回避し、福利を向上させる希望や目的をもって国
外での移住労働を決意した女性が多いことがわかった
［JNATIP/F-GENS 2005:46-48］。
　アマルティア・センは、人間は「自分自身の福祉の
追求以外の目標や価値を持つことができる」存在であ
るとし、福祉の追求は自分自身のための行為と、自分
以外の他者の福祉追求の行為を区別して、後者をエー
ジェンシーと呼んでいる［セン １９９９:８５］。本稿で取り
上げる、移住労働の過程で人身取引の被害に遭ってし
まった女性たちも、自分以外の福祉・福利向上目的で
国際移住労働というリスクに飛び込んでいるのでエー
ジェンシーと呼ぶことができるだろう７）。
　しかし、この場合のエージェンシーは、自らの努力
と自身の労働力によって自己と家族の福利を実現する
ものだと考える、社会福祉や社会保障の概念が希薄
だった前近代社会の文化的規範を反映するものでもあ
る。親や家族のために自己犠牲という呪縛のエージェ
ンシー性と公的扶助に依存しない自助努力による困難
の克服への家族や社会の期待は、女性の責任感が強け
れば強いほど、女性たちをさらに脆弱な状態に追い込
む可能性も否定できない。
　実際、移住労働の意志を持って渡航した日本で人身
取引被害に遭ってしまったとしても、帰国後は「日本
帰り」という事実が出身地域での家族、親族からエー
ジェンシーとしての過大な成果、具体的には経済力を
求められる。帰国後、家族のために家を新築したり、
家財道具や車を購入できる経済力をつけていると、親
や村人は女性たちを「よい娘」だと賞賛する。しかし、
経済力が底をついてくると、これまでの仕事が客をと
る仕事（＝売春）であることで偏見に満ちた態度に親
も村人らも変化する［IOM １９９９:７１-７３］。このエー
ジェンシーの役割を果たせない女性は、それまで精神
的支柱としてきた家族に対する精神的な紐帯に亀裂が
入り、自己のアイデンティティが揺らぎ、自己尊厳が
低下する傾向にある［齋藤 ２００４:７１］。図２は、IOM調
査からわかった、経済力を失った時の当事者の疎外
感 ８） と地域社会の偏見が社会的排除につながることを
　
図式化したものである。
　帰国後の元人身取引被害女性たちは外国で同じよう
なつらい経験をしていたとしても、帰国後に互いに話
ができるような場所や機会は、とくに家族や親族が近
い距離にいるタイの農村にはなく、SEPOMのような
当事者が集う場所が求められていた。 
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図１　潜在化した人身取引被害者と人身取引被害者
出所）Tyldum & Brunovskis ２００５より、齋藤百合子が翻訳
３． 当事者のエンパワーメント支援活動：タイの
SEPOMとネパールのSS
 
３. １. SEPOM調査から見る日本におけるタイ人女性を
対象とした人身取引
　２００２年から２００６年までに、元人身取引被害当事者を
含むSEPOM調査チームが収集したチェンライ県７郡
の帰国女性の第１次調査データを、如田＆青山が整理
しているが、その中で３郡の有効調査票１７１名につい
ての分析では１７１名中１４４名（８４％）が、日本への渡航
年が１９７５年から１９９３年に集中していた。１９９４年以降は
日本での非正規滞在外国人の摘発と入国が厳しくなっ
たために日本への非正規な移住労働を目指す人が減少
したと推察される。
　では１９７５年から１９９３年まで、日本でのタイ人女性は
どのような状態だったのだろうか。
　新聞記事では、１９７５年に１００名ほどのタイ人女性が
日本に連れてこられ約束が違う仕事を強要されていた
という記事が掲載されていた９）。１９７０年代は、買春観
光旅行に対する批判の裏側で、東南アジアのフィリピ
ンやタイから女性たちを対象とした、買売春を斡旋す
るスナックやストリップ劇場やソープランドなどの風
俗店に移送する人身売買（人身取引）事象が萌芽した
時期だった１０）。
　１９８０年代以降は、国籍を問わずに緊急保護を必要と
する女性を受け入れる民間シェルター「女性の家
HELP」（以下、HELP）と「女性の家サーラ」（以下、
サーラ）の報告により、タイ人女性入所が急増したこ
とが報告されている。数年の準備期間１１）を経て１９８６年
に開所したHELPでは、１９８８年からはタイ人女性が急
増した。開設から１９９６年までの１０年間の入所者総数
２４９３人、うち７５％１２）が外国籍で人身売買被害者だった
と当時のダイレクターだった東海林はHELP２０年史に
記している［東海林 ２００６:１０６］。
　一方、１９９２年に外国人女性のための緊急一時避難施
設を開設した女性の家サーラ （ー以下、サーラー）は、
１０年史「女性の家サーラー１０年のあゆみ　外国籍女性
への暴力の実態」で、１９９２年９月の設立時から１０年後
の２００２年９月までの１０年間に４４６人の女性を一時保護
し［サーラー ２００２:１０］、うち人身売買被害に遭った
女性１８３名の国籍はタイ人が１７１人（９３.４％）と圧倒的
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図２　日本から帰国した女性と家族、地域社会との関係
出所）９７-９８ IOM調査結果をもとに齋藤百合子作成
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に多いことを報告している１３）。［JNATIP ２００５:７９］。と
くに設立直後の１９９２年９月から１２月までの間に４０人、
１９９３年には７０人の人身取引被害者がサーラーのシェル
ターに殺到し、その帰国支援をこなす様子はさながら
「帰国支援の野戦病院」のようだったと代表の三木は
記している［サーラー ２００２:３］。
　１９９０年代前半は、男女ともにタイ人の入国は１９８０年
代後半に比べると急増していた。人身取引で移送され
たタイ人女性たちは、日本入国を手配するブローカー
によって陸路や海路でシンガポールやマレーシアを経
由し、そこでブローカーにシンガポールやマレーシア
国籍者の偽造・変造パスポートを持たされて日本に
入国することも少なくなかった［サーラー ２００２:１１、
JNATIP/F-GENS ２００５:７４、HRW ２０００:６９-７４］。グラフ
１は再入国者を含むタイ国籍者の男女別日本入国数で
ある。１９９０年から１９９２年にかけて男女共、日本入国の
第一次ピークで、男性の入国数が女性を上回っている
が、この時期の他の国籍者のパスポートを持たされて
入国したタイ人女性も少なくないことから、シンガ
ポールもしくはマレーシア国籍者としてカウントされ
ていることもあり、実際数はさらに増えていると推察
できる。
　１９８０年代後半から１９９０年代前半に日本入国のタイ人
女性は急増し、その中の多くの女性がスナック等で強
制売春や強制的かつ搾取的な労働が課せられていたと
見られる。スナックなど現場での中間管理職である
「ママ」の国籍は、タイ人、台湾人、シンガポール人
と多国籍化しており、抑圧の強い管理から逃れるため
に殺人事件１４）が発生したと見られる。
３. ２. 団体概要と活動内容
　表１と表２は、SEPOMとSSの団体概要と活動内容
である。人身取引被害当事者の組織という点では共通
しているが、以下のような特徴的な相違点もいくつか
ある。
①SEPOMは移住労働の中の人身取引という概念を表
現しているが、SSでは人身取引サバイバーと自身を
表現し、移住労働の概念は強く見られない。
②女性たちの帰還先が、SEPOMは家族や親族が居住
する農村であるのに対し、SSは帰国しても村での偏
見が強く帰還できないため家族や親族から離れた都
市となる。SSの活動地では、家族や親族、血縁のし
がらみから離れたエンパワーメントプログラムがよ
りしやすくなる利点もある。
③上位目標と中位目標、そして目的では、SSの方が
「権利」、「意識啓発」への言及が多い。それはネパー
ルでは若い女性が外国（インド）から帰国しただけ
で、どんな仕事をしてきたのか（させられてきたの
か）従事した仕事の内容が原因となって女性たちに
厳しい偏見のまなざしが向けられるからだと思われ
る。
　一方、SEPOMでは帰国時に帰国女性に経済力が
あるうちは、表面では差別や偏見は表現しない。そ
のため、「人身取引」よりも「女性が家族のために自
実践事例研究
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表１　SEPOMとSSの団体概要
シャクティ・サムハ
SS
タイ‐日移住女性ネットワーク
SEPOM
１．名称
１９９６年
ネパール国カトマンドゥ
（首都）
２００１年
タイ王国チェンライ県チェンライ市
（北部の県の県庁所在地）
２．設立
　　所在地
サバイバー（日本から帰国した）女性たち人身取引被害当事者の
呼び名
人身取引および女性に対する暴力の廃絶人身取引被害者がエンパワーされること３－１．団体の目標
　　　　（上位目標）
機会均等、エンパワーメントエンパワーされた女性たちが活動を自主運営して
いけること
３－２．中位目標
①人身取引サバイバーの人権尊重
②人身取引サバイバーの経済的、精神的なサポート
③自己尊重しながら地域でサバイバーが生活できる
ような意識啓発
④人身取引の危険を認識し、サバイバーへの態度の
変容のための意識啓発
⑤権利と尊厳と自由のある生活ができるようサバイ
バーの組織化をはかる
①女性は家族のために自己犠牲という価値観を地
域で再考する
②人身売買を防止し、移住労働者のよりよい労働
環境作り
③国内NGO、行政、法律家と日本のNGOなどと
のネットワーク構築
④タイ・ジャパニーズ・チルドレン（TJC）支援
（子の国籍取得支援）
４．目的
人身取引サバイバーおよびスラムやカーペット工場
で働くリスクの高い女性と子ども、思春期の少女
日本に移住の過程で人身取引被害経験があるチェ
ンライ県内の女性およびその子ども
５．対象者
Webあり。情報公開している。
独自のビデオ制作
調査協力した研究の出版
被害者支援マニュアルの作成
寄付者など限定された人に報告書等を送付。Web
公開なし。
ニュースレター発行、年間報告書あり。
６．情報公開・広報
寄付、助成金（国外NGO）、事業（文房具店）収入寄付、助成金（国内政府、外国助成機関など）、
古着販売など
７．財源
しているしている８．公的な団体登録
明確（web上では）不明確（非公開）９．組織構成
出所）SEPOM ［２００４］、シャクティ・サムハAnnual Report ［２００４］より、齋藤百合子作成
表２　SEPOMとSSの活動内容
①トレーニング（キャパシティビルディング、リーダーシップ）
②組織、事務局マネジメント
③インターアクションプログラム（メンバー間互いに話す）
①セルフ・ヘルプ・グループづくり
②スタッフに必要なトレーニング（カウンセリング）
③事務局マネジメント
１．活動内容
気づきや主体性形成を
促すもの
①トレーニング（マネジメント、コンピュータ、人
身取引、DV、女性の健康、カウンセリング）
②職業技術支援（美容師、電気修理、事務職）
③ビデオ撮影、編集技術→ビデオを作成→社会啓発活
動に有益
④収入向上事業（文房具店）
①当事者参加型アクションリサーチ実施
②職業支援（職業見学、実習）
③演劇手法による表現を学ぶ
　→ワークショップ等で表現
２－１．活動内容
能力開発（SEPOMと
SSメンバーが被益す
るもの）
①思春期少女対象プログラム
②シェルター運営
④融資（ヤギ飼育、小売店、美容室）
⑤職業技術支援（美容師、電気修理、事務職）
⑥HIV/AIDS当事者グループ
①アクションプランによる活動紹介
②一時宿泊サービス（非シェルター）
③HIV/AIDS基金、家庭訪問
④フォローアップ
⑤職業支援（職業見学、実習）
⑥貯蓄、融資事業
⑦TJC支援（奨学金、国籍、日本語学習など）
２－２．活動内容
能力開発（SEPOMと
SSメンバー以外の人
が被益するもの）
①総会の開催、宣言の採択・発信
②アドボカシー、ロビー活動
③ネットワーキング（国内、国外）
①法的支援（子の国籍取得）
②ネットワーキング（国内外）
３．活動内容（３）
関係性の変化・支援的
環境づくり
出所）SEPOM ［２００４］、シャクティ・サムハAnnual Report ［２００４］より、齋藤百合子作成
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己犠牲を払うのは当たり前」など、とくに農村地域
における女性に対する考え方の再考を求めること、
「よりよい移住労働環境づくり」の他、女性たちの
子どもに対する支援も活動目的としている。
④組織は、Webで見る限りSSが、代表と執行部とそ
れ以外の人々の構造を明記し、財源、Webでの情報
発信など、基本的な情報が公開されていた。一方、
SEPOMは公式HPを開設していないため、組織に
関する情報はWebでは公開されていない。公式HP
開設は、今後改善が望まれる箇所だろう。
３. ３. 活動内容比較
　活動内容は、それぞれの組織の呼び名や紹介方法に
よって分類の仕方などが違うため、本章では原則的に
佐藤の「エンパワーメントの３要素と外部者の働きか
け」概念による分類に沿って分類、整理した（図３）。
佐藤によるエンパワーメントの３要素とは、以下であ
る。とくに②と③が相互に作用しあいながら、エンパ
ワーメントが達成されることを図式化している。
①当事者の「気づき、主体的意欲」（心理的変化）
②外部者（ドナー、政策当局者）の機会付与による
当事者の「能力開発／能力開花」
③関係性の変化／能力を活用する場（「得られた／
付与された」能力は、社会的制約があるためにそ
れだけでは十分に機能するとは限らないので、外
部者はこの能力を発揮しやすいような社会環境づ
くりを働きかける）［佐藤 ２００５:８-９］
　佐藤の分類により②の外部者は、（政府）開発援助者
という外部者によるエンパワーメントプログラムへの
介入を想定していると推察される。しかし、当事者組
織でのエンパワーメントプログラムは、自ら立案して
プログラムをこなしながら、自らが外部者となって対
象者に働きかけていく必要がある。また、変革（変
化）が予想される社会関係は、ミクロの場面では当事
者やその家族、メゾの場面では学校、地域社会、市場
など、マクロでは政策を担う政府機関や国際機関、国
連機関が外部者となってエンパワーメントプロジェク
トに介入することもあろう。現実には、当事者をめぐ
る外部者や社会関係を構成する人々は、図３は、図４
のように入れ子のように重層的かつ流動的な動きをし
ている。
　なお、図３では佐藤の「エンパワーメントの３要
素」に加えて、当事者が対象者に対して外部者的な役
割を果たすこともあるので、「能力開発」の項目には、
当事者である SEPOMと SSメンバーが直接被益する
ものと、当事者組織が外部者となって働きかけるもの
に分けた。
３. ３. １ 活動内容の比較分析
　SEPOMと SSの活動に共通点が見られるのは次の
４点である。１）サポート職業見学や融資事業を通し
て技術的、資金的な職業支援をしている点である（農
業主導型のSEPOM１５）と小売り・美容室などの店舗経
実践事例研究
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図３　エンパワーメントの３要素と外部者の働きかけ
出所）佐藤寛［２００５:９］より
営型の SSと、職業に相違はあるが）。そのほか、２）
活動対象者や外部者に活動内容を表現するオルタナ
ティブな手段を活用している（SEPOMは演劇手法、
SSはビデオ撮影・編集による）。また、３）HIV/AIDS
に感染した女性もいることから、HIV/AIDS関連の支
援もされている（SEPOMは家庭訪問やHIV/AIDS基
金１６）による経済的支援を行い、SSはHIV/AIDSの当事
者自助グループを組織した）。４）一時宿泊施設があ
る（ただしSEPOMが「一時宿泊施設」１７）と呼んでいる
施設は、シェルター機能をもたない。一方SSではこ
れまで当事者たちがシェルターに入所しているときに
窮屈な思いをしていたため、気持ちよく休むことがで
き、次の生活について思いを馳せることができる当事
者が望んだシェルターとなっている）。
３. ３. ２ 活動の相違点
　次にSEPOMとSSの活動の相違点をあげる。
①SEPOMの特徴的なプログラム
　まずSEPOMの特徴的なプログラムは、１）セル
フ・ヘルプ・グループ（チェンライ県内７郡）、２）
当事者が参加する参加型アクションリサーチの実
施、３）TJC活動１８）（子の国籍取得支援、日本語学習
機会の提供、奨学金付与）４）タイ－日ワーク
ショップの開催、などである。これらの活動は、当
事者とその家族にも被益すると同時に、SEPOMか
ら対象者に向けて支援を行う際に被益層が対象者に
も広がる。
　セルフ・ヘルプ・グループは、SEPOMスタッフ
間、メンバー間での居場所となり、互いに助け合え
るようなグループを期待してプログラムの育成を図
ろうとしたが、スタッフが忙しく、なかなか前に進
めることができないプログラムだった。しかし、
２００７年から約１年半、国際労働機構（ILO）の資金
助成およびマネジメントや法律の支援などがあり、
セルフ・ヘルプ・グループの起業支援等に役立っ
た。結果、８０名の女性（および８０世帯）と６５人の
TJCがこのプログラムによって被益した。支援内容
は多岐にわたっている。たとえば、マイクロクレ
ジット（小規模融資）によって畜産、漁業、農業、
リサイクルなど小規模事業の起業支援としたり、女
性の健康や法律、法的アドバイス、政府機関を含む
他機関との関係強化１９）などである。なおこのプロ
ジェクトは２００９年２月に終了した。
　TJC支援で特徴的だったのは、とくに日本で出産
した女児を連れて日本からタイに帰国したＤさんが
娘Ｙさんのタイ国籍取得の手続きをとる過程だっ
た。SEPOMや弁護士、他の機関や新聞記者、日本
のNGOなど、さまざまな人が関与した。同時に、
行政側が書類を紛失したり、麻薬などの犯罪歴の尋
問を行う、賄賂を要求するなど日本から帰国した女
性Ｄさんに対して誠意ある対応が見られなかった。
メゾレベルで、行政の当事者を見るまなざしに、相
手を尊敬、尊重する態度の改善が望まれるところで
ある。Ｙさんの国籍取得のケースを、ミクロ、メ
ゾ、マクロに見て図式化したのが図４、５である
［SEPOM ２００４:１１-１３］。
　また、SEPOMは、日本とタイの間の人身取引問題
および移住問題を扱うことから、日本の団体との連携
は欠かせない。そのため２００１年と２００３年にSEPOM
は２回（２００１年、２００３年）の「タイ－日ワークショッ
プ」をそれぞれ１泊２日で開催した。SEPOM設立
記念でもある第１回のテーマは「エンパワーメント
を目指して」（２００１年１１月２４～２５日）とし、第２回は
「家族の幸せと女と男の役割」（２００３年３月）だった
［SEPOM ２００４:２４-２５］。
　日本から帰国したワークショップの参加女性は、
「自分の話を真剣に聞いてくれる人がいる、私は社
会にとってまだ価値ある存在なのだと感じることが
できた」、「他の女性の話を聞くことで視野が広が
る、そして自分だけではないと感じることで他の人
を支援できるようになる。他の人を助けることが自
分の救いにもなる。今までこんな機会があるとは考
えたことがなかった」と感想を連ねていた［SEPOM 
２００４:２４-２６］。こうした活動を通して、自身の能力や
価値に気づき、主体性が形成されていくと思われ
る。
②SSの特徴的なプログラム
　SSは SEPOMのように多岐にわたった数多くの
プログラムを展開しない。特徴的なプログラムは、
１）インターアクションプログラム、２）思春期の
少女たち（ハイリスクの子どもたち）に対する人身
取引防止のための活動と、３）アドボカシー活動で
ある。
　インターアクションプログラムは、SSのメンバー
間でお互いが抱えていることを自由に話す、互いを
よく知り合うという目的で、メンバー間の相互交
流、相互理解だけでなく、活動への主体性の形成に
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役立つ［SS annual report ２００４:８］。
　思春期の少女たち（ハイリスクの子どもたち）へ
の人身取引防止のための活動では、大都市や外国に
あこがれる年齢の思春期の少女たちに人身取引や女
性に対する暴力の実態、また実際にブローカーに誘
われてしまったときの対処方法を、ゲーム等で伝え
たり、トレーニングをしたりしている。そしてこの
問題を理解した思春期の少女たちは、こうした情報
を高校などで話している。SSメンバーが外部者とな
り、人身取引のリスクの高い少女たちに対する能力
付与となり、少女たちの態度に他者に伝えようとする
行動の変容を見ることができる［SS annual report 
２００４:３-５］。
　また、第２回人身取引サバイバー会議（初年度は
２００７年開催）では、１０歳から８５歳の人身取引サバイ
バーが参加し、地域連合の設立、国内人身取引の告
発などが話され、メディア、政府関係者などからも
高い関心と今後の協力を受けた。このことは、サバ
イバーは孤立しておらず、国内の関係機関との関係
が深まったことを確認した、とホームページでの第
２回人身取引サバイバー会議を報告している２０）。
４． エンパワーメントを可能とする支援的政策環
境の社会的条件
 
　SEPOMと SSの活動内容の分析から、分析の基と
なるエンパワーメントを達成するため構成要素は基本
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図４　関与者の多層性
出所）齋藤百合子
図５　Y さんのタイ国籍取得事例──なぜ１５年の時間を要したのか
出所）SEPOM［２００４］より齋藤百合子作成
的に佐藤の分析に依拠し、①当事者の気づきと主体性
形成、②能力開発、③関係性の変化・支援的環境整備
とした［佐藤 ２００５:９］。
（１） 個人とその家族（ミクロ）レベルと当事者組織の
活動
　SEPOMと SSどちらも、当事者の精神的な部分で
ある心のケアに重きをおいたプログラムを置いている
が、それらは全体からみれば大きな比重を占めていな
い。それより、メンバーそれぞれが他のプログラムの
メンバーと一緒に活動を進める中で、コミュニケー
ションや信頼関係の醸成や小さな達成感を重ねること
が重視され、それらが主体性形成を促す結果となって
いる。
　また当事者組織のそれぞれの能力開発のプログラム
は、当事者を対象としながら、当事者を通じて対象者
にも普及が可能であり、それによって関係性が変化し
たり、融資を受けて研修で得た職業技術を実践に移す
ことが可能となっている。
　SEPOMの場合③のミクロ（個人・家族）の関係性
の変化は、妻が夫の知らないところでいろいろな人た
ちと話をすることを快く思わない夫もいたそうだが、
２００９年のILOプロジェクトが終わった時点での振り返り
では「家族の協力をだんだん得やすくなった」［SEPOM 
２００９:７］とのコメントが記されるようになった。
（２） 中間組織、学校、地域社会、地方行政などメゾレ
ベル
　SEPOMも SSも活動が軌道にのり、知名度が上
がってくるようになると福祉事務所、職業訓練所など
さまざまな地方行政機関とも関係をとれるようにな
り、お互いが互いの文化を学びながら関係性を変化さ
せていく。しかし、SEPOMのＤさんの子どもＹさん
の国籍取得の際の地方公務員のように、日本から帰国
した女性には賄賂を要求するなどの態度の変容が望ま
れる部分でもある。地域社会の「お金があるときはち
やほやし、貧しくなると差別と偏見が向きだしになる」
ような拝金主義の再考や是正に関するアプローチはこ
れからである。SSでは、外の世界に対するあこがれが
強くなる思春期の頃にゲームやスピーチコンテストな
どで高校生に向けたお話会ができているが、SEPOM
では中等教育、高等教育課程の子どもたちに対するア
プローチは消極的である。
（３） マクロの影響
　SEPOMも SSも当事者中心の組織としながらも、
組織の経営、資金、相互交流の面では前述のGAATW
や ILOのように国際NGOや国際機関の支援が部分的
に行われ、当事者組織のスタッフのキャパシティビル
ディング形成に貢献している。
　SEPOMと SSの活動分析から、元人身取引被害者
の帰国後の支援にはエンパワーメントを可能とする支
援的政策環境の社会的条件を示す次の４要因をあげる
ことができよう。①被害当事者が自己が持っている能
力に気づき、自己尊厳を取り戻すReflection、②非当
事者は当事者の尊厳を尊重する Respect、③融資や
職業支援での能力を開発促進し、生活再建を果たす
Rebuild lives（非当事者は生活再建を支援する）、④行
政や地域社会の人々と関係性を変化することにより持
続発展可能な生活を築く（非当事者は関係性の変化を
受容し支援的環境整備をする）Reform relationshipで
ある。
　本稿で残った課題は、当事者組織が活動する国と人
身取引被害が発生した国の政府の人身取引に対する政
策との関係である。政策は、当事者組織のエンパワー
メントを人身取引の防止に活用することを視野にいれ
ているのか、また当事者組織は政策を意識したアドボ
カシー活動をしているのかどうかは、今後検討すべき
課題である。
〈注〉
１） 外務省訳による。外務省ホームページ。
 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/treaty162_1.html
 ２００９年１０月２７日アクセス。採択された会議開催地
域パレルモにちなんでパレルモ議定書と呼ばれる
こともある。
２） 国際移住機関（IOM）は、partnership（パートナー
シップ）を含んで４ Pとしている。警察庁コンタ
クトポイント会議による国際移住機関による発表
資料より。２００９年７月２８日東京で開催。
３） 国際協力（JICA）の田中は、Policy（政策）を含
んで４Pとしている［田中 ２００８:２５］
４） この IOM調査は１９９７年７月から１９９８年１月まで、
メコンスタディセンター（以下、MSC）の協力に
より、日本からチェンライ県とパヤオ県に帰国し
た女性たちを対象にしたものだった。同 IOM調
査の報告書を共著したCaouetteとは、１９９５年に、
当時のアジアウォッチ（現ヒューマン・ライツ・
ウォッチ、本部ニューヨーク）による日本におけ
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るタイ人女性の人身取引に関する調査を共に実施
した経験から、日本で人身取引被害に遭った後
の、特に帰国後の現況と課題を探る目的で調査を
企画した。
 　この IOM調査はチェンライ県とパヤオ県それ
ぞれの地域で女性や子どもの支援活動を実践して
いた二人のリサーチャーと共に５４人の日本から帰国
した女性たちの聞き取り調査を実施した。被調査者
とリサーチャー（日本人とタイ人）の信頼関係が
構築された上で実施された深いインタビューは、
数名の被調査者にこれまでの経験をふりかえる機
会を提供し、その後SEPOM設立の準備という行
為につながった国際移住機関（IOM）による同調
査報告書は“To Japan and Back Thai women re-
count their experiences in Japan”というタイトル
で１９９９年にジュネーブ本部で出版された。
５） 「In search of IDENTITY The social and gender di-
mentions of the impact of Nepalese citizenship 
policies on lives of women」
６） Caouette & Saitoらによる IOM調査［IOM １９９９］
（対象者５４人）、Human Rights Watchの調査によ
る日本およびタイ（バンコク、タイ中部、タイ北
部）に住む５９人の調査［HRW ２０００］、如田・青山
によるタイ北部のチェンライ県内の７郡に住む
２５４人の量的調査（以下、SEPOM調査）［如田＆青
山 ２００７］である。これら３つの先行調査研究は、
調査対象者が北部に偏っている、また調査時の被
調査者が産まれた年代が１９６０年代から１９７０年代の
傾向があり、１９８０年代以降の若い世代の被調査者
が少ない、また相互の調査の被調査者が若干名で
あるが重複している、などのバイアスが認められ
るが、被調査者らの家族の窮状を救うため、子ど
もの養育のため、新たな未来を築くため、夫など
親密な関係にある人間関係の破綻から逃れるため
などさまざまな動機で、日本で一定期間働いて経
済的な力を蓄えてから帰国し、生活をよりよくす
ることをほぼ全員が目指していた。
７） 近年、人身売買を明確な女性に対する暴力である
と位置づけてその施策を探る国連女性差別撤廃委
員会（以下、CEDAW）のレポートにおいても、
「被害者」とされる人々の特徴のひとつとして「女
性と子どもたちは非力な被害者として一様にとら
えられ取り扱われるべきではない。彼女たちは搾
取されているほか貧しい人々の象徴でもある。そ
の中のある人々は家族を支えるため、もしくは生
き延びるために危険を引き受けながらももっとも
良いと思われる選択をしたのである」と人身売買
被害にあった女性と子供のエージェンシー性を指
摘している［CEDAW ２００５］。ただし家族という
親密な関係にある他者のための福祉向上の願い
は、「ケアの倫理」に対するフェミニズムからの問
題提起に通じる可能性があるため慎重に使用する
必要がある。ケアという営みは周縁化されてきた
女性をさらに悪化させるのではないか、家父長的
なジェンダー秩序を肯定するものではないか、女
性性と母性の同一視を強要するものではないか、
という点である［岡野 ２００５:８１］。
８） ただし、帰国した当事者が感じる疎外感は決して
経済力の有無だけではない。日本で受けた心身の
暴力の記憶や嫌な仕事をがまんしてきた抑圧が頭
をもたげ「自分の経験は誰にもわかってもらえな
い」と感じて引きこもったり、不安定な気持ちを
払拭するために飲酒や煙草、ギャンブルなど刹那
的な享楽を求めることもある。家族のよりよい生
活を望み、日本での移住労働によって果たそうと
エージェンシーたらんとしていた高い志は、経済
的および社会的、精神的要因によって、帰国後に
挫折感、自己否定、自己尊厳の低下と内面的な社
会的排除も引き起こす。
９） たとえば１９７４年９月１日付の朝日新聞は「バンコ
ク→香港→東京　人身売買ルート　タイ人女性百
人が犠牲」との見出しで、「タイの踊りをすると言
われてきたのにトルコ風呂●x●で働かされた」と
の複数のタイ人女性らの訴えによって、タイ、韓
国、香港、日本の関係者が絡む人身売買ルートの
背景があり、それまでに約１００人の女性がタイか
ら日本に人身売買されていたと報じている。
１０） フィリピン人やタイ人の人身取引の萌芽期である
が、人身取引の萌芽期ではない。２０世紀に入って
から、１９７０年代初頭まで、新聞では日本人女性の
人身売買が報じられているし、１９７０年代、１９８０年
代にタイ人女性が人身取引で搾取されていた店の
中間管理職である「ママ」や「チイママ」には台
湾人女性や韓国人も少なくなかったが、中国や台
湾、韓国など東アジア地域からの女性の移住労働
や人身取引についての経緯は７０年代より遡ると推
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察される。
１１） 矯風会は１９８０年５月の全国大会にて、国籍を問わ
ず緊急保護を求める女性と母子の保護事業「駆け
込みセンター」設立を決議した（「女性の家HELP
二〇年の歩み」より）。
１２） その中の１３６９人、５５％はタイ人、次がフィリピン
人で３３４人、１３.４％。
１３） 次いでフィリピン人が６人（３.３％）、コロンビア
人が４人（２.２％）と続く。
１４） 表３の事件にはそれぞれ被告であるタイ人女性ら
を支援するグループが発生し、事件の背景にある
人身売買の問題を社会に訴えた。また外国人が被
告となる刑事裁判の時の法廷通訳、拘置所での外
国人への処遇や交信の規制、刑事手続きについて
の課題が、これらの支援グループによって提示さ
れた。
１５） SEPOMの職業支援のための職業見学は、経済的
利益を追求するだけではなく、社会的に意義があ
る事業を３年間で６カ所視察旅行に出かけた。①
２００２年タイ中部ナコンサワン県の「サーリーア
ソークコミュニティ」の有機農業を推進しながら
社会のリーダー養成を目指しているという新興宗
教サンティアソークの農場、②２００２年東部ラヨン
県にある「健康の家」で、環境に優しい植物を栽
培し、飲料、薬用、農業に活用し、加工品を販売
している。収益を社会還元している。③２００３年隣
県チェンマイにある王室の水利施設を整備して農
業を可能にしたホエホンクラーイ農業開発セン
ター、④チェンマイ県の有機農業グループ、⑤
HIV感染者の職業支援プロジェクト。⑥ホワリン
寺プロジェクト（チェンマイ県）はHIV感染者女
性と村人が縫製工場を運営し、日本向けの作務衣
などを製作している職業訓練団体である［SEPOM 
２００４:１４-１６］。
１６） SEPOM調査メンバーが「セックスワーカーが
HIVをもたらす」と誤った見方をされて傷ついて
いた女性に出会い、同基金を設けた。セックス
ワークをしていた女性たちは感染リスクが高いた
め、予防を怠らない。感染もしくはすでに死亡し
ていた女性たちは、いずれも帰国後に夫から感染
されていた。SEPOMの活動内容は、感染した女
性や子どもの経済的支援（融資）、死に向き合っ
た人への励ましで、３年間に５人を支援した
[SEPOM ２００４:１３-１４３］。
１７） 一時宿泊サービス（緊急支援）
 　緊急支援が必要な女性を一時的に支援すること
と、家庭内の問題などのため一時的に（緊急でな
くても）宿泊施設を提供できる。３年間に、HIV
感染者の一時生活支援、夫とのトラブル、精神的
に危機的状態にある女性などが利用した。緊急支
援用のシェルター機能（滞在時規則、スタッフ
等）の準備はなかったため、滞在者が非常識な態
度をとるとスタッフはストレスをため込んでいた
ため、後日、滞在の規則を作成した。
１８） SEPOMは、３年間でチェンライ県内４郡に、合
計１７４名のTNJを把握している。TJCの活動目的
は①家族、学校、地域との連携で TJCが抱える
問題の解決を計る、②日本人の父との連絡（養育
義務について）、③奨学金授与、④日本語教室、
⑤クリスマスカードやお菓子づくりなど工作や調
理作業の２点である。TJCが抱える問題は、精神
的な要因と相まってタイの気候に慣れずにアレル
ギー、ぜんそく、皮膚病などの健康疾患、父親か
らの送金がほとんどない母子家庭で経済困窮問題
が発生している。この状態を改善するために母親
が他の地に国内移住労働することが多く、子ども
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表３　１９９０年代に発生したタイ人女性が関与した殺人事件
桑名事件新小岩事件茂原事件下館事件
三重、１９９４東京、１９９２千葉、１９９２茨城、１９９１
タイ女性が強姦と監禁の末、
客の日本人男性を殺害
５人のタイ女性を管理してい
たシンガポール人「ママ」を
殺害
５人のタイ人女性が女性たち
を管理していた台湾人「ママ」
を殺害
３人のタイ人女性が管理者タ
イ人女性のスナックの「ママ」
を殺害
殺害された男性はスナックで
働く外国人女性の強姦、強盗
を繰り返していた
３５０万円から４００万円に「借金」
引き揚げた
３８０万円の「借金」、強制売春、
強制労働
３５０万円の「借金」、強制売春、
強制労働
出所）諸資料２１）により齋藤百合子が作成
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は親戚や祖父母に預けられ、父親からも母親から
も愛情を不足していると感じる子どもは少なくな
い。経済的に貧窮している家庭では、子どもを預
かる親類や祖父母がSEPOMスタッフに生活費を
要求することもあると言う。［SEPOM ２００４:１７-１９］
１９） “SELF HELP GROUP pua ma eying chianghai”
（チェンライ女性のセルフ・ヘルプ・グループ） 
２００９　Self Empowerment Program of Migrant 
Women
２０） Shakti Samuha ホームページ２００９年１０月３１日アク
セス
 http://www.shaktisamuha.org.np/events_past_detail.php?p_id=10
２１） 下館事件は『買春社会日本へ、タイ人女性からの
手紙』（１９９５　下館事件タイ三女性を支える会＝
編、明石書店）を参考とし、茂原事件、新小岩事
件、桑名事件はそれぞれ以下の資料を参考とし
た。『リポート茂原事件』（hand-in-handちば）、
『新小岩事件　裁かれるべきはタイの女性たちで
はない』（１９９５　新小岩事件を考える会）、『桑名事
件』（１９９５）。
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